
菊池郡市医師会居宅介護支援事業所運営規程  

 

（事業の目的） 

第１条 この規定は、菊池郡市医師会（一般社団法人）が実施する居宅介護支援事業（以    

下「本事業」という。）の運営及び利用について必要な事項を定め、事業の円滑な

運営を図ることを目的とする。 

 

（運営方針） 

第２条 本事業の運営方針は次のとおりとする。 

  １ 本事業は、利用者が要介護状態となった場合においても、可能な限り居宅におい   

て、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう配慮し行う。 

  ２ 利用者の心身の状況、置かれている環境等に応じて、利用者の選択に基づき、適   

切な保健・医療・福祉サービスが、多様な事業者から総合的かつ効果的に提供され

るよう配慮して行う。 

  ３ 利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供され   

る居宅サービス等が特定の種類又は特定の居宅サービス事業者に不当に偏ることが   

ないよう公正中立に行う。なお、利用者は居宅サービス計画作成にあたり、複数の

指定居宅サービス事業者の紹介を求める事が出来ると共に、当該事業者を居宅サー

ビス計画に位置付けた理由を求める事が出来る。また当事業所のケアプランの訪問

介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の利用状況は別紙のとおりで

ある。 

  ４  本事業の運営にあたっては、関係市町村、地域包括支援センター、在宅介護   

支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、指定居宅サービス事業者、介護保険

施設、及び関係機関等との連携に努める。 

  ５ 本事業は、特定事業所として、常勤かつ専従の主任介護支援専門員及び介護支援   

専門員を配置し、支援困難ケースについても適切に対応できる体制を整備し、質の

高いケアマネジメントの提供を行う。 

  ６ 本事業は、正当な理由がなく、指定居宅介護支援の提供を拒否してはならない。 

 

（事業所の名称及び所在地） 

第３条 名称及び所在地は次のとおりとする。 

  １ 名 称 菊池郡市医師会居宅介護支援事業所 

  ２ 所在地 熊本県菊池市大琳寺 75 番地 1 

 

（職員の職種、及び定数） 

第４条 菊池郡市医師会居宅介護支援事業所（以下「本事業所」という。）に勤務する職   

員の職種及び職員定数は次のとおりとする。 

  １ 管理者          １名（主任介護支援専門員との兼務） 

   ２ 介護支援専門員 5 名以上（うち 1 名は兼務） 

        介護保険法の人員に関する基準等に準じ、配置する。 

 

（職員の職務内容） 

第５条 前条に定める職員の職務内容は、次のとおりとする。 

（１） 



１ 管理者は、本事業所の介護支援専門員の管理、本事業の利用の申し込みに係わる   

整理、業務の実施状況の把握、その他の管理を行うとともに職員の指揮命令を行う。                                         

  ２ 主任介護支援専門員は、本事業所の介護支援専門員に対する日常的な支援、地域   

の介護支援専門員との連携、地域の居宅介護支援事業所と地域包括支援センターと   

の連携を行う。                                 

３ 介護支援専門員は、要介護者の相談に応じ、その心身の状況や置かれている環境   

などを勘案し、居宅サービスを適切に利用できるようサービスの種類、内容などの   

計画を作成するとともに、サービスの提供が確保されるよう指定居宅サービス事業   

者、介護保険施設等との連絡調整等を行う。 

 

（営業日及び営業時間） 

第６条 本事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

    １ 営業日は、月曜日から金曜日までとする。 

   但し、国民の祝日及び１２月２９日から１月３日までを除く。 

  ２ 営業時間は、午前８時３０分から午後５時３０分までとする。 

      但し、２４時間連絡体制で相談に対応する。 

                                       

（居宅介護支援事業の提供方法） 

第７条  

  １ 本事業は、居宅介護支援事業に際し、予め利用申込者とその家族（以下、「利   

用申込者」という。）に対し、本運営規定の概要、事故発生時の対応、苦情処理の   

体制等、利用申込者がサービスの選択に資するための重要事項等の文書を交付して   

説明を行い、居宅介護支援に関する事項について、利用申込者と本事業所間で文書   

による確認を得た後、サービスを提供するものとする。 

    ２ 本事業は、居宅介護支援の提供を求められたときは、利用者の被保険者証により   

被保険者資格と要介護認定の有無、認定区分と要介護等の有効期間を確認する。 

  ３ 利用者の相談を受ける場所は、本事業所又は利用者宅等とする。 

  ４ サービス担当者会議の開催は、原則として利用者宅にて行う。 

  ５ 居宅介護支援事業の内容は、次のとおりとする。 

  （１）在宅で生活している要介護者等が、日常生活を営むために必要な居宅介護サー    

ビス及び保健・医療・福祉サービスを総合的かつ効果的に利用できるよう配慮     

する。                               

（２）利用申込者からの依頼を受けて、利用者の希望及びアセスメントの結果に基づ    

き、利用する居宅サービス等の種類や内容等を定めた計画を作成する。 

（３）介護サービス計画に基づき、居宅サービス等の提供が確保されるようサービス    

事業者やその他の者との連絡調整等の便宜を図る。 

  （４）介護支援専門員の居宅訪問頻度は、最低１ヶ月に１回とし、利用者の自立した    

日常生活を支援するうえでの解決すべき課題の把握、居宅サービス計画作成後に    

おける計画の実施状況の把握及び連絡調整等の必要に応じ随時訪問する。モニタ

リングに当たっては、少なくとも 1 月に 1 回利用者の居宅を訪問し、利用者に面

接を行い、その結果を記録する。 

  （５）要介護者等が介護保険施設への入所を要する場合には、介護保険施設の紹介そ    

の他の便宜の提供を行う。 

 

（２） 



（通常の事業の実施地域） 

第８条 通常の事業の実施地域は菊池市とする。 

（利用料、その他費用） 

第９条 

   １ 本事業所は、居宅介護支援を提供した際に、利用者からの支払いを受ける場合    

における利用料の額は、法定代理受領分については無料とする。但し、法定代理

受領ができない場合（介護保険料の滞納により）は、介護報酬上の告示額（厚生

労働大臣の定める基準額）とする。 

     ２ 本事業所は、特定事業所加算取得事業所として、居宅介護支援を提供した際に    

加算される。但し、加算料については利用者は無料とする。 

３ 本事業所は、介護支援給付費の改正により一部加算が生じる。但し、加算料に

ついては利用者は無料とする。 

       

（秘密保持） 

第 10 条 

   １ 職員は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を他に漏らしてはならない。     

又、職員であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させる

べき旨を、職員との雇用契約の内容とする。 

   ２ 本事業は、サービス担当者会議において、利用者の個人情報を用いる場合には    

本人又は家族の同意を予め得るものとする。 

 

(業務継続計画の策定 ) 
第 11 条  

１ 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援

事業の提供を継続的に実施するため及び非常時の体制での早期の業務再開を図るた

めの計画を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものとする。  
 ２ 事業所は、介護支援専門員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要

な研修及び訓練を定期的に実施するものとする。  
 ３ 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変

更を行うものとする。  
 

(感染症の予防及びまん延の防止のための措置 ) 
 第 12 条  

事業所は、感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じるも

のとする。  
  （１）事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるものとする）をおおむね 6 月に 1 回

以上開催するとともに、その結果を、介護支援専門員に周知徹底する。  
（２）事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備する。  
（３）介護支援専門員に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を

定期的に実施する。  
 

 
 

（３）  



(虐待の防止 ) 
第 13 条  

    事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じるも

のとする。  
 （１）事業所における虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ会議システム等

を用いる場合もあるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果につい

て、介護支援専門員に周知徹底を図る。  
 （２）事業所における虐待防止のための指針を整備する。  
 （３）介護支援専門員に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施する。  
 （４）虐待防止の措置を講じるための担当者を設置する。  
 

 

（その他運営に関する留意事項） 

第 14 条 

   １ 本事業所は、居宅介護支援の提供により、事故が発生した場合の対応方法に 

ついては、別途定める。 

     又、本事業所の居宅介護支援の提供により利用者に損害を与えた場合は、速や    

かに賠償する。 

   ２ 本事業の社会的使命を十分認識し、常に職員の資質向上を図るため、研修等の    

機会を設けるとともに業務体制を整備する。 

   ３ 居宅サービス計画、サービス担当者会議等の記録その他に指定居宅介護支援の    

提供に関する記録を整備しておくと共に、その完結から５年間保存しなければな    

らない。 

   ４ この規定に定める事項のほか、本事業の運営に関する重要事項は、菊池郡市医    

師会と本事業所の管理者が協議して定める。 

    

附則 この規定は、平成１２年４月１日から施行する。 

   一部改正   平成１９年 ９月 １日    一部改正  令和 元年 ６月１７日 

         〃    平成２０年 ７月１４日        〃  令和 ３年 ４月 １日 

         〃    平成２０年 ９月 １日        〃  令和 ６年 ４月 １日 

         〃    平成２０年１０月 １日           

         〃    平成２１年 ２月 １日       

         〃    平成２１年 ４月 １日       

         〃        平成２３年 ３月 １日       

         〃        平成２３年 ５月２３日            

     〃    平成２５年 ４月 １日       

〃        平成２６年 ７月 １日 

〃      平成２６年１０月 １日 

〃      平成２７年 １月２１日 

〃      平成２７年１０月 １日 

〃      平成２８年 ４月 １日 

〃      平成２９年 ４月 １日 

〃      平成３０年 ４月 １日 

 

（４） 



利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要  

 

 

１ 利用者からの相談又は、苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者の設置 

 

①  事業所内に苦情・相談専用の窓口を設置するとともに、相談に訪問した利用者及び 

  その家族のプライバシーと秘密保持のため、苦情・相談専用室を設ける。 

 

②  苦情・相談の窓口担当者を選任し、当該担当者が苦情・相談に当たる。 

  なお、窓口での解決が困難な場合は、下記事項２の体制及び手順で苦情・相談の解決  

に当たる。 

 

 ③ 要介護者等から依頼を受け、利用する居宅サービス計画（ケアプラン）について不  

服申し立てがあった場合、その相談の解決に当たって、市町村が行う調査に協力する

と共に、市町村から指導又は助言を受けた場合においては必要な改善を行う。 

 

③   苦情・相談窓口 

   菊池市大琳寺 75 番地 1 

   菊池郡市医師会居宅介護支援事業所 

   電 話 ０９６８－２４－１９７３ 

   担当者 川上 剛史 管理者兼主任介護支援専門員 

      上記担当者が不在の場合は、当事業所の他の職員が対応する。 

      対応時間 午前 8：30 から午後 5：30 まで 

      要望があれば、上記時間外にも対応するものとする。 

  

 ⑤ その他の苦情相談受付機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   熊本県国民健康保険団体連合会 苦情相談窓口 

    〒862-0911  熊本市健軍１丁目１８番７号 

    ＴＥＬ 096-214-1101   ＦＡＸ 096-214-1105 

 

   菊池市役所 高齢支援課 介護保険係 

     〒861-1331   菊池市隈府888 

     ＴＥＬ 0968-25-7215 ＦＡＸ0968-25-1522 

 

   熊本県高齢者支援総室 介護保険審査係 

    〒862-8570   熊本市水前寺６丁目１８番１号 

    ＴＥＬ 096-383-1111(代表)  096-387-2594 (直通) 

 

 

 

                                     （5） 



２ 円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順 

 

  サービス利用者から苦情・相談の申し立てがあった場合、次の体制並びに手順で処理 

する。 

 

①  始めに苦情・相談窓口の担当者が、利用者及びその家族からの苦情・相談を受け付け、 

その内容を記録処理簿に記録し、管理者に報告する。 

 

②  窓口担当者で解決が困難な場合は、管理者及び苦情・相談の対象となっている機関 

の責任者と協議し解決する。 

 

③  苦情内容に応じて必要により、事業所内で検討会議を開き、苦情解決のための対応 

  策を作成し、利用者及び相手先機関へ説明し、同意を得る。（苦情の相手先が居宅サ

ービス事業者であった場合、改善すべき点があればその改善を指示する。） 

 ④ 前記の流れにより苦情の解決を図った後は、利用者及び苦情の相手先に、苦情の原 

  因となったことが真に解決されているか確認をする。 

  

⑤  その後も両者とは常時連携を図り、同じような苦情が再発しないよう十分配慮する。 

 

⑥  上記①から⑤の処理内容を記録し、再発防止策を作成し、利用者に対して再発防止策 

を提示するとともに、その後の居宅介護支援に役立てるものとする。 

 

⑦  苦情処理は他の業務に優先して行うものとし、次回の居宅サービス提供時までに  

その解決が図られるよう努力する。 

 

３ 苦情があったサービス事業者に対する対応方針等 

 

①  当該サービス事業者の管理者宛に苦情内容を速やかに伝達すると共に、その対応を共 

同して行う。 

  なお、サービス担当者会議でもその内容を報告し、必要に応じて対応方針を決定 

する。 

 

②  度重なる苦情が相継ぐサービス事業者については、利用者の意向によりサービス事業 

者の変更等必要な措置を講じたり、行政窓口に連絡する。 

 

４ 当事業所に対する苦情処理 

 

  自ら提供した指定居宅介護支援については以下の苦情処理体制・手順で行う。 

 

①  介護支援専門員に対する苦情などで、その原因が人間関係に起因するものであった 

場合、第三者の調停のもと円満な解決を図るものとする。 

   但し、これにより解決できない場合は利用者及び家族の同意の上、他の指定居宅介  

護支援事業所への紹介等必要な措置を講ずる。 

 

(6) 



②ケアプラン等に対する苦情の場合は、ケアプラン作成担当介護支援専門員と他の介 

 護支援専門員を交えて検討を行なった上、ケアプランの見直しや、必要があれば介護支

援専門員を交代するなどして、利用者の意向に沿ったサービス提供がなされるよう配慮

する。 

 

 ③当事業所又は職員への苦情については、相手方との話し合いの中で最善策を講じる。 

 

    

 

 

         事故発生時の対応方法について  

 

当事業所の介護支援専門員が居宅介護支援の提供を行なう中で、介護サービス計画

（ケアプラン）作成の誤りや手続きの失念等、業務上の誤りによりご契約者に損害を

与えた場合は、下記の方法で迅速に誠意を持って対応し、必要な措置を講じる。 

 

 ① 事故が発生した場合は、担当介護支援専門員は速やかに管理者に報告する。 

 

② 管理者及び担当介護支援専門員は、事故の内容について十分確認し、在宅医療部長

に報告する。 

 

③ 当該サービス事業所の管理者に速やかに報告する。 

 

④ 管理者及び担当介護支援専門員は、ご契約者宅を訪問し詳しく説明する。 

 

⑤ 状況に応じて補償等の対応を検討する。 

 

⑥ 事故発生時は、速やかに市町村に報告する。 

 

⑦ 事故が生じた際は、その原因を解明し、再発生を防ぐための対策を検討する。 

 

※その他  訪問中にご契約者宅の物品等を誤って損傷したり、ご契約者に怪我をさせ

た場合等、損害賠償の責任が生じたときは損害賠償を行なう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（7） 



 

関係市町村並びに他の保健・医療・福祉サービス提供主体との連携内容  

 

１ 関係市町村との連携 

  菊池郡市医師会居宅介護支援事業所は、事業の運営にあたって次のとおり連携に努め 

る。 

 

①  菊池市及び隣接市町村とは、居宅介護支援を受けている利用者が、介護給付等対象 

サービスの利用に関する指示に従わないこと等により、要介護状態等の程度を増進さ  

せたと認められるとき、又は偽りその他不正の行為によって保険給付の支給を受け、

又は受けようとしたときは、遅滞なく意見を付して、その旨を市町村に通知する。 

 

②  各居宅介護支援事業者、指定居宅サービス事業者、介護保険施設との連絡を密にし、 

本人の希望をふまえたサービスの種類・内容等、計画通りのサービス提供が確保され

るように努める。 

 

③  利用者からのサービス提供等の苦情処理については、別途、苦情を処理するために 

  講ずる措置の概要の中で市町村との連絡調整について定める。 

  

２ 保健・医療・福祉サービス提供主体との連携 

 

①  菊池市及び隣接市町村に所在地のある保健・医療・福祉サービス提供主体の事業者 

  との連携に努める。 

 

②  各サービス単位について課題がある場合には、サービス提供主体と連携し調整 

あたる。 

 

③  通常の事業の実施地域外等の利用申込者に対し、当事業所で適切な居宅介護支援を 

  提供することが困難であると認めた場合は、他の居宅介護支援事業者の紹介その他、

必要な措置を講じる。 

 

④  菊池市及び隣接市町村に所在地のある保健・医療・福祉サービス機関、菊池地域振 

興局（保健所）、地域包括支援センター、在宅介護支援センター、社会福祉協議会、

各ボランティア団体、市町村の関係団体等との介護保険事業についての連携強化を図

っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 （８） 


